様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2024年　　1月　　18日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）せんけんろじえかぶしきかいしゃ                
一般事業主の氏名又は名称 宣研ロジエ株式会社                 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ふりがな）　ふごう きみやす                 
（法人の場合）代表者の氏名  冨居　公泰  印   
住所　〒802-0066
                     福岡県北九州市小倉北区若富士町7-26

法人番号　　7290801002011　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進メッセージ


	公表日
	2023年　　12月　　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表場所：当社ホームページ/ DXにおける当社の取り組み/DX推進メッセージ
https://www.senkenrosier.com/dx.html

	記載内容抜粋
	当社は、1964年の設立以来、「常に成長し続けることその先に家族の幸せ、社会への貢献がある」という経営理念のもと、金融サービス支援事業、BtoCビジネス支援事業等を通じてお客様や地域の発展をサポートして参りました。
まずは一から自社のデータ、情報処理の環境整備に取り組み、最新のデジタル技術要素を積極的に取り入れ、成功モデルを作り上げます。
そして、私たちが成功モデルを作ることで本質的な課題の解決に取り組み、日本のDX推進に貢献します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	DX推進ビジョンは、代表取締役社長および、その他役員の承認を得たものです。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進ビジョン


	公表日
	2023年　　12月　　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表場所：当社ホームページ/ DXにおける当社の取り組み/DX推進ビジョン 記載箇所：資料はこちらから PDF P5 P6 P7
https://www.senkenrosier.com/dx.html 

	記載内容抜粋
	１．社内DX推進による生産性向上とデータドリブン経営の実践
バックオフィス業務は、デジタルで業務の効率化を推進し、業務システムを活用することで、お客様情報を一元管理し、品質の高いサービスが提供できるように取り組んでいます。

具体化できている戦略概要
​​​​（１）IT活用による業務効率化
DWHを構築し、BIツールを活用することで業務の効率化を推進
（２）ITインフラの整備
社内使用ツールの見直し
DWHの構築とBIツールとの連携
（３）既存取引先に向けたDXソリューションの提供
金融機関へのDXソリューションの提供

具体的なDX推進の取り組み
(1)受注システムによる正確な販売情報の一元管理とデータの蓄積
受注システムと会計システムを連携することで、正確な売上や銀行残高、売金、前受金等のデータから資金繰りの計画や事業判断を正確にできるようになりました。
(2)DWHを構築し、BIツールを活用することで業務の効率化を推進
業務システムで業務に関する作業時間や工程数等を収集し、非効率的な内容を改善することで生産性の向上を 実現しています。
(3)業務システムによる業務データを活用した業務改善
お客様情報、ライバル情報を一元管理し、お客様への
訪問計画データと訪問実績データを蓄積・ 活用することでお客様満足度の向上に貢献しています。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	DX推進ビジョンは、代表取締役社長および、その他役員の承認を得たものです。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表場所：当社ホームページ/ DXにおける当社の取り組み/DX推進ビジョン 記載箇所：資料はこちらから PDF P3
https://www.senkenrosier.com/dx.html
公表場所：当社ホームページ/ DXにおける当社の取り組み/DX推進ビジョン 記載箇所：資料はこちらから PDF P9
https://www.senkenrosier.com/dx.html

	記載内容抜粋
	P3                                           2023年10月より、社内DXを推進するための事務局を新設、社内DXの課題を部横断で共有し、迅速に課題解決を実現できる体制を構築しています。                           
P9                                             ６．ウェブ解析士・上級ウェブ解析士資格取得に向けた支援
７．計画的なBIツール内製化に向けた研修の受講



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公表場所：当社ホームページ/ DXにおける当社の取り組み/DX推進ビジョン　記載箇所：資料はこちらからPDF P9
https://www.senkenrosier.com/dx.html

	記載内容抜粋
	当社ではマーケティング施策実施のサポートをするために、お客様先へ訪問することが重要な業務となっていますが、訪問時間を確保するためには社内業務の効率化を図る必要がありますので、業務効率の向上につながるＩＴツールの導入は積極的に実施しています。
１．ビデオ通話での全体会議・個別MTG実施の推進
ZOOMなどのビデオ通話の導入で2拠点参加の全体の会議や出張中の個別MTGを円滑に実施できる環境を整備。移動時間を削減し、お客様対応の時間を確保しています。
２．ビデオ通話でのサービス提供の推進
ZOOM以外にもMeet、Teamsなどのビデオ通話ツールを利用して、お客様に合わせたサービスを提供することで訪問対応からリモートでの対応に切り替えて移動時間の削減など業務効率を向上させ、顧客接点増につなげ、売上拡大に貢献できています。
３．受注システムによる販売情報の一元管理・蓄積
スクラッチで開発した、受注システムに販売情報の一元管理を行っています。顧客データ・事業項目・売上品目・利益額等データを蓄積し売上拡大に活用しています。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進ビジョン


	公表日
	2023年　　12月　　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表場所：当社ホームページ/ DXにおける当社の取り組み/DX推進ビジョン　記載箇所：資料はこちらから PDF P4
https://www.senkenrosier.com/dx.html


	記載内容抜粋
	１．社内DXの推進による生産性向上　　業務削減時間　1000時間
２．新規顧客の獲得　　　　　　 　　 前年比　　　　 10%増
３．人材育成　　　　　　　　　　　　資格取得者　　　5名




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2023年　　12月　　1日

	発信方法
	発信者氏名：冨居　公泰（代表取締役）
当社ホームページにて、今後の情報発信について公表しています。
公表場所：当社ホームページ/ DXにおける当社の取り組み/DX推進ビジョン　記載箇所：資料はこちらから PDF P10
https://www.senkenrosier.com/dx.html

	発信内容
	現在、当社ではＩＴツール導入やデータ活用による生産性向上を目標に、情報環境整備に取り組んでいます。
Googleappsの活用やITツール導入による業務時間削減は、一定の成果を上げることができていますが、会社内の業務変革を実現するためにも、データの分析に力を入れて課題の抽出・原因の特定、適切な対策の実施に繋げていくことが重要と認識しています。
そのような認識の基に、お客様に関するデータや会計データを中心にデータの蓄積・分析を繰り返し、データに基づく意思決定ができるように推進しています。
合わせて、データ分析ができる人材育成のために、定期的な研修の実施や、資格取得支援に会社として取り組んでいます。
当社では、今後もＤＸの推進の状況につきまして、ホームページの「DXへの取り組み」として、随時、公開して参ります。　　　　　　　　




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2023年　　10月頃　～　継続実施中

	実施内容
	代表取締役社長および、その他役員と確認の上、経済産業省が公開している「ＤＸ推進指標」を用いた自己診断を実施しました。
「DX推進指標自己診断フォーマット」にて提出いたしました。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2023年　　11月頃　～　継続実施中



	実施内容
	2023年11月1日に情報セキュリティ基本方針を定め、弊社ホームページにて掲載し、外部に公開しています。
https://www.senkenrosier.com/security.html
Security Action自己宣言（2つ星）を宣言しました。
利用者番号：90243438923
自己宣言ID：40323048397



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

